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●道内経済の動き 

●道内企業の経営動向調査 （平成27年10～12月期実績、平成28年1～3月期見通し） 

●地方創生の推進エンジン『6次産業化』への取組み 

●大連市の経済状況と中国の景気 
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道内景気は、緩やかに持ち直しているものの、一部に弱い動きがみられる。

需要面をみると、個人消費は、大型小売店販売額が前年を上回るなど、緩やかに持ち直し

ているが、乗用車販売の前年割れが続くなど、一部に弱い動きもみられる。住宅投資は、年

度累計では前年を上回っている。設備投資は、持ち直している。公共投資は、前年を下回っ

ている。観光は、外国人観光客の増加が続いている。輸出は、アジアや北米向けなどが減少

した。

生産活動は弱含みで推移している。雇用情勢は有効求人倍率、新規求人数ともに改善が続

いている。企業倒産は、件数は減少した一方、負債総額は増加した。
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①百貨店等販売額～８か月連続で増加

１１月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋０．１％）は、８か月連続で前年

を上回った。

百貨店（前年比▲３．９％）は、衣料品、身

の回り品、飲食料品が前年を下回った。スー

パー（同＋１．１％）は、衣料品、身の回り

品、その他の品目が前年を下回ったが、飲食

料品が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋２．１％）

は、２６か月連続で前年を上回った。

②乗用車新車登録台数～２０か月連続で減少

１１月の乗用車新車登録台数は、１１，９１９台

（前年比▲７．０％）と２０か月連続で前年を下

回った。車種別では、小型車（同＋０．５％）

が増加したが、普通車（同▲０．１％）、軽乗用

車（同▲１８．０％）が減少した。

４～１１月累計では、１０９，８０５台（前年比

▲５．６％）と前年を下回って推移している。

普通車（同＋３．３％）、小型車（同＋２．４％）

は前年を上回っているが、軽乗用車（同

▲１９．８％）が前年を下回っている。

道内経済の動き

― １ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１６年２月号
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その他 プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛） プロ野球 
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③札幌ドーム来場者～２か月連続で増加

１１月の札幌ドームへの来場者数（暫定値・

プロ野球とプロサッカーのみ）は７３千人（前

年比＋１６．５％）と２か月連続で前年を上回っ

た。内訳はプロ野球が２９千人（同▲４．３％）、

プロサッカーが４４千人（同＋３５．９％）だっ

た。

試合数はプロ野球が１試合（前年差±０試

合）、プロサッカーが３試合（同＋１試合）。

１試合あたり来場者数は、プロサッカーが

１４，７５８人（前年比▲９．４％）だった。

④住宅投資～２か月連続で減少

１１月の新設住宅着工戸数は、３，１５５戸（前

年比▲８．９％）と２か月連続で前年を下回っ

た。利用関係別では、持家（同＋２．４％）は

増加したが、貸家（同▲１３．２％）、分譲（同

▲１１．１％）が減少した。

４～１１月累計では、２６，１５６戸（前年比

＋６．２％）と前年を上回っている。利用関係

別では、分譲（同▲０．２％）が減少している

が、持家（同＋３．２％）、貸家（同＋８．９％）

が増加している。

⑤建築物着工床面積～５か月連続で増加

１１月の民間非居住用建築物着工床面積は、

９９，６５２㎡（前年比＋８．９％）と５か月連続で

前年を上回った。業種別では、製造業（同

＋６９．３％）、非製造業（同＋４．０％）が、いず

れも前年を上回った。

４～１１月累計では、１，３９４，０１１㎡（前年比

＋４．８％）と前年を上回っている。業種別で

は、製造業（同▲２９．６％）は前年を下回って

いるが、非製造業（同＋９．０％）は前年を上

回っている。

道内経済の動き

― ２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１６年２月号
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛） 
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⑥公共投資～２か月ぶりに減少

１２月の公共工事請負金額は、１５９億円（前

年比▲３１．７％）と２か月ぶりに前年を下回っ

た。

発注者別では、国（前年比▲３１．２％）、北

海道（同▲２０．４％）、市町村（同▲１７．５％）

が、いずれも前年を下回った。

４～１２月累計では、請負金額６，７４８億円

（前年比▲１４．５％）と前年を下回って推移し

ている。

⑦来道客数～１３か月連続で増加

１１月の国内輸送機関利用による来道客数

は、９５９千人（前年比＋３．４％）と１３か月連続

で前年を上回った。輸送機関別では、JR

（同▲０．６％）、フェリー（同▲４．４％）は前年

を下回ったが、航空機（同＋４．２％）が前年

を上回った。

４～１１月累計では、８，９４３千人と前年を

３．３％上回っている。

⑧外国人入国者数～３４か月連続で増加

１１月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、７６，８３９人（前年比＋２１．９％）と３４か月連

続で増加した。４～１１月累計では、７３２，００６

人（同＋３４．７％）と前年を上回って推移して

いる。

１１月の新千歳空港国際線の輸送旅客数は前

年に比べ２９．０％増加した。路線別では、香港

線、ソウル線などが増加した。

道内経済の動き

― ３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１６年２月号
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⑨貿易動向～輸出は２か月ぶりに減少

１１月の道内貿易額は、輸出が前年比３．５％

減の３８９億円、輸入が同２７．５％減の９０９億円

だった。

輸出は、鉄鋼などが増加したが、自動車の

部分品や有機化合物などが減少し、２か月ぶ

りに前年を下回った。輸入は、原油及び粗油

や石油製品などが減少し、４か月連続で前年

を下回った。

⑩鉱工業生産～３か月ぶりに上昇

１１月の鉱工業生産指数は９３．３（前月比

＋０．３％）と３か月ぶりに上昇した。前年比

（原指数）では▲０．９％と５か月連続で低下し

た。

業種別では、前月に比べ、石油・石炭製品

工業、鉄鋼業など７業種が低下したが、輸送

機械工業、食料品工業、一般機械工業など８

業種が上昇した。

⑪雇用情勢～改善が続く

１１月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は１．０２倍（前年比＋０．１１ポイント）と７０か月

連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比６．６％の増加とな

り、２か月連続で前年を上回った。業種別で

は、宿泊業・飲食サービス業（前年比

＋５０．４％）、サービス業（同＋１９．９％）、運輸

業・郵便業（同＋１３．０％）などが増加した。

道内経済の動き

― ４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１６年２月号
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⑫名目賃金指数～２か月連続で低下

１０月の名目賃金指数（規模５人以上）は、

現金給与総額が８８．９（前年比▲２．２％）とな

り、２か月連続で前年を下回った。現金給与

総額のうち、きまって支給する給与は９９．４

（同▲０．７％）となり、９か月連続で前年を下

回った。

⑬倒産動向～件数は４か月ぶりに減少

１２月の企業倒産は、件数が２２件（前年比

▲４．３％）、負債総額が１０１億円（同＋１７５．２％）

となった。前年に比べ、件数は４か月ぶりに

減少、負債総額は３か月連続で増加した。

業種別では、サービス・他が６件、建設

業、製造業、不動産業がそれぞれ３件などと

なった。

⑭消費者物価指数～８か月連続で低下

１１月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は１０４．４（前年比▲０．５％）と、８か

月連続で前年を下回った。

１０大費目別では、食料（前年比＋４．１％）

など７費目が前年を上回り、住居（同±

０．０％）は前年と変わらなかった。一方、光

熱・水道（同▲９．８％）、交通・通信（同

▲３．７％）の２費目が前年を下回った。

道内経済の動き

― ５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１６年２月号
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＜図表1＞業況の推移 
売上DI 利益DI全産業 
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１．平成２７年１０～１２月期 実績

前期に比べ、売上DI（△９）は横ば

い、利益DI（△７）は３ポイント上昇

した。観光関連業種は好調を持続してい

るが、公共事業予算減少の影響などが大

きく、業況の足踏み感が続いている。

２．平成２８年１～３月期 見通し

売上DI（△１４）および利益DI（△

１２）は、それぞれ５ポイント低下する見

通しである。公共事業予算の先行きや人

手不足への懸念から、建設関連業種を中

心に業況見通しは慎重感が強い。

項 目
２４年
１０～１２

２５年
１～３４～６７～９１０～１２

２６年
１～３４～６７～９１０～１２

２７年
１～３４～６７～９１０～１２

２８年
１～３
見通し

売上DI １ △１ ９ １９ １９ １７ △１０ △１１ △１４ △２３ △９ △９ △９ △１４
利益DI △７ △１０ △３ ４ １ ５ △２０ △１７ △２１ △１９ △８ △１０ △７ △１２

定例調査

業況の足踏み感が続く
第５９回 道内企業の経営動向調査
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。
調査内容
第５９回定例調査
（２７年１０～１２月期実績、２８年１～３月期見通し）
回答期間
平成２７年１１月中旬～１２月上旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」－「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４４８ １００．０％
札幌市 １７２ ３８．４ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 １００ ２２．３
道 南 ３９ ８．７ 渡島・檜山の各地域
道 北 ６４ １４．３ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ７３ １６．３ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ７１２ ４４８ ６２．９％
製 造 業 ２０７ １２１ ５８．５
食 料 品 ６９ ４３ ６２．３
木 材 ・ 木 製 品 ３５ ２１ ６０．０
鉄鋼・金属製品・機械 ６４ ３３ ５１．６
そ の 他 の 製 造 業 ３９ ２４ ６１．５
非 製 造 業 ５０５ ３２７ ６４．８
建 設 業 １３６ ８６ ６３．２
卸 売 業 １１１ ７１ ６４．０
小 売 業 ９３ ５３ ５７．０
運 輸 業 ５０ ３５ ７０．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３４ ２１ ６１．８
その他の非製造業 ８１ ６１ ７５．３

＜図表２＞業種別の要点

要 点（平成２７年１０～１２月期実績）

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ

２７年
７～９１０～１２

２８年
１～３
見通し

２７年
７～９１０～１２

２８年
１～３
見通し

全産業 観光関連が好調も、建設関連は落ち込
み。 △９ △９ △１４ △１０ △７ △１２

製造業 売上DIは７期ぶりにプラス水準。 △１１ １ △３ △１５ △１１ △１２

食料品 製菓業の売上増加基調が続く。 １９ １９ ７ １０ ２ △２

木材・木製品 木製品製造が持ち直す。製材業は低
調。 △９ ０ ０ △３２ △１５ △５

鉄鋼・金属製品・機械 建設工事関連の金属製品は弱い動きが
続く。 △３２ △９ △９ △３３ △２４ △２１

非製造業 ホテル・旅館業の好調が持続。 △８ △１３ △１９ △９ △５ △１２

建設業 公共工事予算減少の影響が続く。 △８ △１８ △２９ △１９ △１４ △２３

卸売業 建材卸、鋼材卸は振るわず。 △８ △２５ △２０ △２１ △２７ △１９

小売業 燃料店の販売単価は大幅に低下。 △２６ △３８ △２９ △２ △２ △４

運輸業 燃料費低下で利益の改善が続く。 △１４ ３ △３ １９ ３４ １７

ホテル・旅館業 宿泊単価は依然として上昇基調。 ２０ １４ △１５ ２６ １５ △５

調 査 要 項

定例調査

― ７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１６年２月号

洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２３５　ＩＣＳ／本文　※柱に注意！／００６～０１３　定例調査  2016.01.08 22.08.17  Page 7 



-60

-50

-40

食料品製造業 建設業 
売上DI 利益DI

卸売業 

小売業 

木材・木製品 

運輸業 

鉄鋼・金属製品・機械 

ホテル・旅館業 

＜図表3＞業況の推移（業種別） 
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＜図表5＞利　益 

＜図表4＞売　上 
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＜図表6＞資金繰り 
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＜図表7＞短期借入金の難易感 
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＜図表9＞設備投資 

＜図表8＞在　庫 
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12 80 8

90 10

5 95

6 90 4

6 3 3

11 5 5

15 2 △ 2

10 30 18

6 △ 3 5

9 0 4

4 2 2

△10 △11 △ 9

19 13 11

6 5 5

0 5 0

6 10 6

5 △ 2 2

4

4

2

10

△ 3

13

4

△ 3

17

4

△10

5

2

1

5

2

14

0

9

△ 1

△ 5

3

4

△10

5

△ 2

27/1～3
在庫DI

27/4～6
在庫DI

27/7～9
在庫DI 在庫DI 在庫DI

7 適正 87 6

11 83 6

9 84 7

19 76 5

6 88 6

13 83 4

5 89 6

4 87 9

9 85 6

6 92 2

90 10

5 95

4 90 6

実施 40 実施せず 60

40 60

51 49

29 71

23 77

50 50

33 35 38

30 38 39

26 43 48

29 20 9

32 43 40

33 39 48

34 33 38

27 17 27

26 20 33

36 30 35

41 67 63

32 52 30

47 49 51

27/1～3
実施企業

27/4～6
実施企業

27/7～9
実施企業

40 60

24 76

31 69

44 56

60 40

62 38

53 47

26 41 未定 33

26 41 33

30 33 37

29 48 23

15 48 37

29 42 29

26 42 32

14 51 35

18 53 29

29 27 44

47 32 21

48 33 19

31 36 33

27/10～12見通し 28/1～3見通し

27/10～12見通し 28/1～3見通し

過少 過多 過少過多

実施 実施せず
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＜図表１０＞当面する問題点（上位項目）の要点

項目 前期比 要 点

�人手不足（４４％） △３ ５業種で１位。特に非製造業（４７％）で強い人手不足感が続く。

�諸経費の増加（３６％） ±０ ホテル・旅館業（５０％）、木材・木製品（４５％）などで比較的ウェイ
ト高い。

�売上不振（３５％） ±０ 建設関連の木材・木製品（４５％）、建設業（４３％）などで上位。

�過当競争（３４％） ＋１ 建設業（５１％）では１２ポイント上昇。小売業（５５％）でも半数を超え
る。

�原材料価格上昇（３２％） △８ ウェイト低下傾向が続くが、木材・木製品（７５％）、食料品（７２％）
で依然高率。

＜図表１１＞当面する問題点（上位項目）の推移

定例調査
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�人手不足
①
４４
（４７）

③
３６
（３９）

②
４０
（４８）

３５
（３３）

①
３９
（３７）

２６
（３３）

①
４７
（５０）

①
６１
（６０）

１９
（２８）

②
４７
（４６）

①
６６
（６７）

①
５５
（７５）

①
４７
（４４）

�諸経費の増加
②
３６
（３６）

②
３８
（３７）

②
４０
（４５）

②
４５
（２９）

①
３９
（４２）

２６
（２１）

③
３５
（３５）

３２
（３８）

③
３０
（２９）

２８
（２７）

②
４３
（４２）

②
５０
（４０）

②
４２
（４２）

�売上不振
③
３５
（３５）

３５
（３４）

２３
（２１）

②
４５
（３８）

３０
（３９）

①
５７
（４６）

③
３５
（３５）

③
４３
（４１）

②
４１
（４３）

③
４０
（２９）

２０
（３３）

２０
（２５）

２３
（２６）

�過当競争 ３４
（３３）

１８
（２０）

９
（１４）

１０
（２４）

③
３３
（２０）

１７
（２５）

②
４０
（３９）

②
５１
（３９）

①
４４
（４７）

①
５５
（６６）

１４
（８）

２０
（２０）

③
３０
（２６）

�原材料価格上昇 ３２
（４０）

①
５６
（５６）

①
７２
（７１）

①
７５
（６７）

３０
（３７）

②
４８
（５４）

２３
（３４）

１９
（３５）

２７
（４３）

１５
（２９）

③
２９
（２５）

②
５０
（５０）

１７
（２５）

�人件費増加 ２８
（２６）

３３
（３１）

②
４０
（３１）

２５
（２４）

３０
（３７）

③
３０
（２９）

２６
（２４）

３３
（２６）

１９
（１９）

２３
（２３）

２３
（１９）

３０
（２５）

２８
（３２）

�販売価格低下 １５
（１５）

１３
（１３）

７
（７）

１５
（１０）

１５
（１５）

１７
（２５）

１５
（１６）

１３
（１０）

２４
（２４）

２８
（３０）

－
（６）

－
（１５）

１０
（９）

	価格引き下げ要請 １０
（９）

１２
（９）

９
（１２）

１５
（－）

１８
（１５）

４
（４）

９
（９）

６
（７）

１９
（２１）

－
（５）

３
（－）

－
（－）

１７
（９）


設備不足 ８
（６）

１３
（１０）

１４
（１４）

１５
（５）

１２
（１２）

９
（４）

６
（４）

１
（３）

９
（４）

６
（４）

１１
（８）

１０
（１０）

７
（－）

�資金調達 ５
（７）

７
（１０）

２
（１４）

１０
（１０）

９
（１２）

９
（－）

５
（５）

５
（６）

３
（３）

６
（５）

６
（８）

５
（５）

５
（５）

�代金回収悪化 ２
（２）

３
（２）

５
（２）

５
（－）

－
（２）

－
（－）

２
（２）

－
（－）

７
（８）

－
（２）

－
（－）

－
（－）

３
（－）

その他 ４
（３）

４
（５）

７
（５）

－
（５）

６
（７）

－
（－）

４
（２）

４
（１）

４
（６）

－
（４）

３
（－）

１０
（－）

７
（２）

＜図表１３＞地域別業況の推移

項

目

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ 設 備 投 資 （％）

２７年
１～３４～６７～９１０～１２

２８年
１～３
見通し

２７年
１～３４～６７～９１０～１２

２８年
１～３
見通し

２７年
１～３４～６７～９１０～１２

２８年
１～３
見通し

全 道 △２３ △９ △９ △９ △１４ △１９ △８ △１０ △７ △１２ ３３ ３５ ３８ ４０ ２６（３３）

札幌市 △１７ △５ △４ △５ △９ △１１ △１ △６ △３ △８ ４０ ３８ ４０ ４３ ３２（２８）

道 央 △１０ △３ △４ △１ △３ △１０ △１ ０ １ △４ ３０ ３５ ４７ ４３ ２９（２７）

道 南 △２３ △９ △５ △１１ △１８ △２１ △７ △９ △５ △１８ ２０ ３２ ２７ ３２ ２３（３１）

道 北 △４０ △１６ △２７ △２５ △３０ △３７ △１６ △２５ △１６ △１９ ３２ ３１ ３２ ３４ ２３（３３）

道 東 △４０ △１９ △１６ △１８ △２６ △３２ △２３ △２５ △１８ △２４ ２５ ３１ ３２ ３９ １１（５２）
（ ）内は設備投資未定企業

＜図表１２＞当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査
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今回の調査では、企業の業況は足踏み感が続く結果となりました。食料品製造業やホテ

ル・旅館業の業況は好調を維持する一方、建設関連業種で公共事業減少の影響が続いている

ほか、人手不足による将来への不安の声も多く聞かれました。本年３月の北海道新幹線開業

に向けて、観光客の受け入れ体制整備や北海道の地域性を生かした商品開発など、民間需要

を上手く取り込んでいくことが一層重要となりそうです。

以下に、企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

＜製粉業＞

積極的に提案販売を行った結果、売上数

量、売上額ともに増加した。原料価格の変動

による影響を最小限にすべく、適正な在庫管

理や価格設定が課題となる。

＜食料品製造業＞

各地の北海道フェアで製品の引き合いが多

く売上は増加基調にある。問題は業界全体で

人手不足が深刻化していることであり、成果

に応じた適正な給与支給を行うことで人材確

保に努める。

＜水産加工業＞

水産業界では、ロシアのサケマス流し網漁

の禁止やサンマの不漁、低気圧による定置網

の損害などにより、原料の仕入価格が高騰し

ている。また、人手不足も非常に厳しい状況

にある。

＜水産加工業＞

人手不足に関しては時間と費用を掛けて何

とか解消したが、時給の上昇により人件費が

増加して経営の負担になっている。

＜製材業＞

円安の影響で、原料である輸入材の見直し

を迫られている。樹種を変更するなどして価

格を抑える方法もあるが、既存商品並みの数

量を販売できるかが課題である。

＜金属製品製造業＞

公共工事関連の金属製品資材の需要が激減

しており、業界としては非常に厳しい状況で

ある。この先も同じように推移し、早々の改

善は見込めないと思われる。

＜金属製品製造業＞

１次産業関連製品の売上は順調に推移して

おり、今後も安定した受注を見込んでいる。

設備を充実させて製品の品質向上を図ってい

く。

＜金属製品製造業＞

製造原価が高いことが一番の課題である。

社内全体で、仕事の見積もりや工程の管理、

出荷検査を今一度見直すことに取り組んでい

く。

経営のポイント

民間需要の取り込みが一層重要
〈企業の生の声〉
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＜金属製品製造業＞

工場作業員の高齢化が進んでおり対策を考

えているが、売上を安定させることが難しい

中では、新たに人員を増やすことは問題が残

る。

＜コンクリート製品製造業＞

公共工事の減少や人手不足が課題である。

民間需要の掘り起こしと人材の育成により経

営の安定化を推進する。

＜建設業＞

特に公共工事の受注が落ち込んでおり、売

上は前年を下回る状況である。収益面では、

建築、舗装工事の利益は計画を上回っている

が、土木工事の受注条件が厳しい。

＜建設業＞

公共工事の減少や過当競争により苦戦して

いる。国道の維持管理や地元の除雪工事を受

注している関係で、人手不足が続く中では本

州での受注も難しい。業務スキルを高めて工

事受注が増えるように努める。

＜建設業＞

公共工事を中心に受注しているため、工事

の減少は即、経営に影響が及ぶ。向こう数年

の公共投資予算の見通しが把握できれば会社

の方向性を計画しやすいが、単年毎に予算の

方針が変わると大変困る。

＜建設業＞

民間発注工事の受注が好調に推移してい

る。売上増加に伴う技術社員の不足が問題

で、解消策として、社内制度の見直しによる

雇用の確保が重要と考えている。

＜住宅建築業＞

消費税の再増税前に地場の戸建建築ブラン

ドとして更なる定着を図るほか、中古住宅の

流通部門やリフォーム部門の安定成長を推進

する。

＜住宅建築業＞

技術者の高齢化が一番の問題点である。若

手育成まで手が回らない環境は、将来に悪影

響を及ぼすことから、取引先とも協力して人

材確保・育成のための受注を行うことも必要

である。

＜食肉卸売業＞

円安により輸入牛肉の価格が高くなってい

る。オリジナル商品の開発や販売方法の見直

しなどを進めていく。差別化戦略として、食

の安全などを考慮し、認証の取得などにも力

を入れていく。

＜食料品卸売業＞

価格変動により、顧客側による仕入先の見

直しが頻繁に行われ、売上を安定させるのが

難しい。北海道の地域性を生かした取り組み

を売上に結び付けていく必要性がある。

経営のポイント
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＜鋼材卸売業＞

道内の設備投資状況はやや停滞しており、

今期は春以降の受注が低調に推移している。

今後も具体的案件をコツコツと実績に結びつ

けることや、在庫の適正化によるコスト削減

などを推進していく。

＜鋼材卸売業＞

建設業界は全体的に厳しい状況にある。ま

た、鉄鋼に関係する卸売業者は単価の下落に

より、二重の苦しさを有している。

＜建材卸売業＞

住宅着工数が減少する中、販売部門の他に

工事部門を設けることで、同業他社との差別

化をしている。新しい部門に投資を行うため

利益は減少しているが、今後は間違いなく業

況を伸ばすことができる。

＜化学製品卸売業＞

為替相場の影響で仕入価格が上昇している

一方で、価格競争も激化している。仕入ルー

トの見直しの検討や、独自商品の販売に注力

するなどして利益率の改善に取り組んでい

る。

＜小売業＞

既存店売上は前年を上回り、比較的好調に

推移している。店舗内を改装するなどしてお

客様のニーズに応えていくことが今後の推進

策の大きな柱である。

＜小売業＞

人口減や競争の激化により売上は減少傾向

にある。地域ごとに取扱商品を変更するな

ど、出店している地域の特性に合わせた販売

活動が必要である。

＜小売業＞

少子高齢化で就業人口が減少していき、人

材の確保がますます難しくなる。人手不足が

事業拡大のネックとなる。

＜土産物店＞

昨年１０月より外国人観光客向けに免税販売

を開始したことで、今年は前年に比べて３倍

近くの売上で推移している。

＜ガソリンスタンド運営＞

販売単価の低下に加えて販売量も減少して

おり、売上は今後も縮小する見込み。同業他

店との競争も激化しており、苦戦が続くと思

われる。

＜燃料店＞

原油価格の低下により灯油など石油製品の

価格が下がっており、消費が増加すると考え

たいところだが、消費者の節約志向が続いて

いる。

経営のポイント

― １６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１６年２月号
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＜運輸業＞

主要輸送品目である一次産品が例年に比べ

好調だったため、道内外で輸送量が大幅に伸

びた。一方で人手不足による運転手不足や長

距離輸送のコスト増加等の厳しい事業環境は

続いている。

＜運輸業＞

燃料価格下落の恩恵もあり利益率は昨年よ

りも良くなっている。乗務員不足は深刻化し

つつあり今後に大きな不安を感じている。労

働環境を少しずつでも改善することで、社員

の繋ぎ止めに努めている。

＜観光ホテル＞

宿泊単価が上昇傾向にあることから、今年

度の業績は増益基調で推移している。

＜観光施設運営＞

インバウンド等の増加により今年度の客数

は前年並みを維持している。３月には北海道

新幹線開業による観光客増加が期待できるの

で、受け入れ態勢を万全にしていく。

＜廃棄物処理業＞

中国経済の下振れからリサイクル素材の売

却単価下落が続いており、売上、利益とも厳

しい状況を予想している。自社の得意分野を

強化して、売上減少分を補っていく。

＜ソフトウェア開発業＞

適切なスキルを持った技術者の採用が非常

に困難になっており、開発プロジェクトの成

否を左右する事態となっている。人材育成が

急務であり、採用から教育までの一貫したプ

ログラムを構築する途上にある。

経営のポイント

― １７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１６年２月号

洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２３５　ＩＣＳ／本文　※柱に注意！／０１４～０１７　経営のポイント  2016.01.20 17.56.00  Page 17 



― １８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１６年２月号
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（出典：政府広報オンライン「農林水産業の６次産業化とは？」）

国の重要課題である「地方創生」の動きが本格化する中、地域金融機関が果たす役割の重要性が
増しています。地域の発展なくして地域金融機関の将来はなく、北洋銀行は積極的に地方創生の具
現化に取組んでいます。今月号より北洋銀行の地方創生に関する取組みを紹介していきます。

１．６次産業化について
（１）６次産業化とは
わが国には、農林水産物や風景等の豊富な地域資源に溢れ

ています。６次産業化とは、これらの地域資源を有効に活用
し、１次産業者が、生産のみならず、加工（２次産業）、流
通・販売（３次産業）までを総合的に展開し、付加価値の高
い商品やサービスを創出する新しい取組みです。
（２）６次産業化の背景と目的
農林漁業及び農山漁村においては、農林水産物価格の低迷等による所得の減少、高齢化や過疎化の進

展等により、農山漁村の活力が低下しています。地域によっては農林漁業の担い手不足が深刻化してお
り、『雇用の確保』や『所得の向上』が重要課題となっています。６次産業化の取組みは、このような
課題を解決し農林漁業の振興、地域の活性化をもたらすものとして期待されています。
（３）６次産業化法と総合化事業計画
平成２３年３月１日「地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出及び地域の農水産物の利用

促進に関する法律（六次産業化・地産地消法）」が施行されました。６次産業化に取組む農林漁業者
は、「総合化事業計画」を策定し国の認定を受け事業を行います。認定されると、国から農業改良資金
（無利子資金）等の特例措置を受けられるほか、６次産業化プランナーの派遣、補助金やファンドによ
る支援を受けることができます。「総合化事業計画」認定件数は、平成２８年１月１４日現在で２，１３０件とな
り、うち北海道の認定件数は１２０件となっています。
（４）６次産業化の現状評価
農林水産省の６次産業化認定事業者に対するフォローアップ調査によると、認定事業者１経営体あた

りの平均雇用者数は１２人となっています（図表１）。
売上は着実に伸びてきており、３年間総合化事業に取組んだ農林漁業者の売上高は、一経営体当たり

１億２，４００万円であり、全体の７割で売上が増加しています（図表２、図表３）。
収益性は、経常利益では黒字を確保しているものの、人件費や減価償却費等の経費負担増により、売

上高経常利益率は低下傾向にあり、全体の半数近くが低下しています（図表４、図表５）。
現状では、認定事業者の『雇用の確保』、『売上増加』に一定の効果が見られますが、収益性を見ると、

『所得の向上』への効果は十分に発揮されていません。しかしながら、取組期間が長くなるにつれ売上
高経常利益率が改善されており（図表６）、将来的には『所得の向上』に繋がるものと推測されます。

地方創生×北洋銀行

地方創生の推進エンジン 『６次産業化』への取組み
株式会社北洋銀行 地域産業支援部

（図表１）【認定事業者の平均雇用者数】 （図表２）【３年間取組んできた事業者の農林
漁業および関連事業の平均売上高】

（図表３）【認定申請時と比較した農林漁業及
び関連事業の売上高増減】

（図表４）【３年間取組んできた認定事業者全
体の売上高経常利益率の推移】

（図表５）【認定申請時と比較した認定事業者
全体の売上高経常利益率増減】

（図表６）【認定申請時と比較した売上高経常
利益率の取組期間別の推移】
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地方創生×北洋銀行

― １９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１６年２月号

事業者名 出資決定額
（単位：百万円）

事業内容

㈱OcciGabi Winery（余市町） １２１．９ 余市産ブドウのみを使用した高品質・高価格ワインを製造

㈱ひこま豚（森町） ３．０ 養豚事業者による独自ブランドの飲食店、直売および外食事業者等への販路拡大

㈱どさんこミュゼ（七飯町） １４９．０ 農畜産物加工及び飲食施設等運営を行う滞在型観光事業

㈱NIKI Hillsヴィレッジ（仁木町） １６２．１ 地元産ワイン用ぶどうを使用したレストラン等を併設したワイナリー事業

美瑛ファーマーズマーケット㈱（美瑛町） ６６．６ 「びえい和牛」等を使用したオーベルジュ及び惣菜販売事業

＜畜産業者と観光事業者との連携によるオーベルジュ事業（道内成長分野の「食」と「観光」の連携事業）＞

２．北洋銀行の６次産業化の取組状況
（１）北洋６次産業化応援ファンド出資による支援
農林水産業は、他の産業と比較して借入依存度が高く、自己資本比率が低い傾向にあります。加工・

販売設備等の初期投資が大きい６次産業化には、新規事業開始にあたり多額の資金調達が必要となりま
す。
北洋銀行は平成２５年４月に「北洋６次産業化応援ファンド」を設立し、ファンド出資による農林漁業

者の６次産業化事業を支援しています。これまでに５件、５億２６０万円の出資を行いました。
（２）北洋６次産業化応援ファンドを活用した事例

３．６次産業化は地方創生の推進エンジン
「まち・ひと・しごと創生基本方針２０１５」において、政府は『農林水産業の成長産業化』を地方創生

推進の重要施策としています。北洋銀行の調査では、平成２７年１０月までに地方版総合戦略を策定した道
内自治体（北海道を含む）の約３分の２にあたる４８自治体が、６次産業化、農商工連携に関する施策を
掲げており、地方創生を推進する上で、６次産業化の取組みが重要な施策となっていることがうかがえ
ます。
６次産業化は、農林漁業者の『雇用の確保』、『所得の向上』のみならず、幅広い地域産業の振興に寄

与し、地域活性化の牽引役となる可能性を秘めています。
北洋銀行は、地方創生の推進エンジンとして期待される６次産業化の取組みに積極的に関与、支援し

ていきます。
資料出典（図表１、６）農林水産省「六次産業化・地産地消法に基づく認定事業者に対するフォローアップ調

査の結果（平成２６年度）」
（図表２～５）農林水産省「６次産業化をめぐる情勢について」
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― ２０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１６年２月号

大連市 北京市 上海市

金額
前年同
月比

構成比 金額
前年同
月比

構成比 金額
前年同
月比

構成比

中国国内総生産（GDP）５，６０２ ３．８ １００．０ １６，００２ ６．７ １００．０ １７，８６６ ６．８ １００．０

第 一 次 産 業 ３１１ ４．５ ５．５ ９９ ▲８．２ ０．６ ６４ ▲１０．４ ０．４

第 二 次 産 業 ２，４４９ ０．０ ４３．７ ２，９８５ ２．４ １８．７ ５，７１３ ▲０．２ ３２．０

第 三 次 産 業 ２，８４２ ７．８ ５０．７ １２，９１８ ８．１ ８０．７ １２，０８９ １１．１ ６７．７

２０１５年１－９月期GDP
表１ 単位：億元、％

※中国国家統計局、ジェトロ資料等より筆者作成

【GDP成長率が低い遼寧省・大連市】

中国国家統計局が発表した２０１５年第３四半期の国内総生産（GDP）成長率は前年同期比６．９％と、習

近平政権の掲げる「新常態」７％程度の成長を確保しました。一方、大連市を含む遼寧省は、中国の全

３１の行政区分（２２省、５自治区、４直轄市）中最下位の２．７％です。省内第２の都市である大連市も

３．８％と中国全体の成長率を大きく下回りました。

【街角の景況感は良好】

この数字を見ると、かねてから日本でささやかれる「中国経済崩壊」が現実味を帯びてきたと捉えか

ねられませんが、実際に現地で仕事、生活をする身としてはそのような不景気さは微塵も感じません。

街中にはベンツ、アウディ、BMWといった高級車が当たり前のように走り、日本では見る機会の少な

いベントレーやマセラティ等の車種もよく見かけます。また、飲食業経営者と話をすると、好条件で求

人募集を行っても人手が集まらないと嘆いています。さらに、大型小売店にはクリスマスのイルミネー

ションが大規模に飾られ賑わいを見せています。それにもかかわらず、経済成長率が低調なのは何故で

しょうか。大連市の経済指標を見ると答えが明らかになります。

【経済成長の足を引っ張るのは第２次産業】

大連市のGDP成長率

３．８％の内訳を見ると、

第１次産業が４．５％、第

２次産業が０．０％、第３

次産業が７．８％です。

GDPを金額ベースでみる

と、第２次産業の割合が

４３．７％を占めており、こ

れは北京（１８．７％）や上海（３２．０％）よりも高い割合です。第２次産業の低迷が、大連市の経済成長の足

を引っ張っているといえます（表１）。

大連市は、１９８４年に中国初の経済技術開発区が設置され、日系企業を中心とした外資系企業の集積地

として知られています。安価な人件費と人

民元安を背景に、外資系製造業による輸出

が大連市の経済成長を牽引してきました。

ところが近年の人件費高・人民元高のダブ

ルパンチによりこれら製造業による輸出が

減少しました。大連市の貿易総額が対前年

１～９月期比マイナス１５．８％であることか

らも、輸出の苦戦がわかります（表２）。

大連市 北京市 上海市

金額
前年同
月比

金額
前年同
月比

金額
前年同
月比

貿 易 総 額 ４１５ ▲１５．８ ２，４１１ ▲２３．５ ２０，６０１ ▲２．２

不 動 産 開 発 投 資 ８２０ ▲２６．２ ３，０７０ １０．４ ２，３７５ ９．２

社 会 消 費 品 小 売 総 額 ２，２４２ ８．２ ７３，９９９ ６．３ ７，３６５ ８．０

都市部住民平均可処分所得 ２６，８６０ ６．６ ３９，１４２ ８．５ ３９，６８６ ８．２

アジアニュース

大連市の経済状況と中国の景気
北洋銀行大連駐在員事務所 所長

高橋 智之

２０１５年１－９月期経済指標
表２ 単位：億元（都市部住民平均可処分所得のみ元）、％

※中国国家統計局、ジェトロ資料等より筆者作成
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アジアニュース

― ２１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１６年２月号

～市内中心部にオープンした大型ショッピングモール「恒隆広場」（香港資本）～

【不動産開発投資も苦戦】

また、不動産開発投資額は８２０億元（１兆６，４００億円）で対前年１～９月比マイナス２６．２％です（表

２）。不動産価格自体は安定しているものの、新規の不動産開発が低迷しています。理由は２つあり、

ひとつは政府関係者が業者との癒着・汚職疑惑を恐れ、新規プロジェクトの批准を下さないこと。もう

ひとつは既存の不動産の在庫調整によるものです。

【消費関連は好調】

一方、第３次産業は順調そのも

のです。大連市内では２０１５年に新

たに３箇所の大規模ショッピング

センターが開業し賑わいを見せて

います。背景には都市部住民の所

得水準の向上があります。平均可

処分所得は２６，８６０元（５３７千円）

と前年１～９月期比６．６％の伸

長。また、個人消費の指標である小売売上高（社会消費品小売総額）は２，２４２億元（４兆４，８４０億円）で

同８．２％の高い伸びを示しています（表２）。

【中国景気に対する見方について】

日本では、大気汚染、上海総合指数の急落、国有企業の過剰設備など、中国に関する悲観報道が大半

を占めていると聞きます。実際、石炭・鉄鋼・セメント・非鉄金属などの業種では損失覚悟での投げ売

り、工場の一部停止等の減産を余儀なくされていますが、都市部の中産階級は厚みを増し、消費の牽引

役となり街に活気をもたらしています。

現在、中国駐在の日本人が本社から景気を聞かれた際に答える言葉は「まだら模様」です。重厚長大

型の産業、日本の親会社向け輸出を行う現地法人は相当苦戦しています。一方で、自動車関連、産業用

ロボット等の内需向け製造業や、外食産業といったサービス業は順調に業績を伸ばし積極的な投資を

行っています。また、所得水準向上に円安、ビザ要件緩和が重なり、日本をはじめとする海外への旅行

者は爆発的に増加しており、航空会社、旅行業界の鼻息も荒くなっています。

中国を実際に訪れた日本企業は、街の活気を目の当たりにし、「自社製品の販路拡大のチャンス」と

中国市場へ進出攻勢をかける一方、現地を訪れたことのない企業は、マイナス報道に流され中国から離

れており、日本企業の中国に対する見方は二分化しています。海外への販路拡大を目指す企業にとっ

て、中産階級が急激に増加する中国が無視することのできない巨大市場であることは疑いようもない事

実ですが、報道に流され現地を見ずに中国から離れる企業が数多く存在するのは非常に残念なことで

す。

中国は政治や領土問題などのカントリーリスクを有する国ですが、中国に限らず海外ビジネスを行う

上で各種のリスクは伴うものです。マイナス報道のみに流される事なく、実際に現地を訪問し、自分の

眼で市場を分析することが、リスクの最小化・海外ビジネス成功の鍵となると思います。
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アジアニュース

― ２２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１６年２月号

商品 単位 銘柄・産地 上海 大連 バンコク シンガポール サハリン

卵 ０．５kg 現地産 ４５５ ６５～２２３ ２６７ ２３９ １３７～１８８

牛乳 １リットル 現地産 ２４２～５１２
３４

（２４３ml）
１３３

２５１
（８３０ml）

１２６～１９３

じゃがいも ０．５kg 現地産 １２１～２３８ ４４～８９ ２００
１４５

（アメリカ産）
３２

オレンジ ０．５kg アメリカ産 １６３ ２７５ ２９７（１個）
１１１

（１個）
１１６

南アフリカ産

小麦粉 １kg ２０９ ２３５ １５３ ２１３ ９０

ビール
３５０ml 日本メーカーA社製 １０６ － － － －

３５０ml 日本メーカーB社製 － ８９ １６０ ２９０ １９８

カップラーメン １個 日本メーカー製 ８２ １１９ ２５０ １５３ ３２７

ミネラルウォーター ５５０ml ２９ ２９ ２３ １３６ ２６～７０

コーラ ３３０ml コカコーラ ３８ ３６ ４６ ６８ ８０

ハンバーガー １個
マクドナルド
ビッグマック

３１２ ３１２ ６６８ ４０９ －

タクシー初乗り ２５７ １８３ １１３ ３２４ ３１９～４２０

ガソリン １リットル レギュラー １３７ １００ １０６ １８７ ６７

トイレットペーパー １０巻 日本製
６５９

（現地製４巻）
５６７

４６７
（現地製）

５４６
２３５

（現地製４巻）

乾電池 単三２本 米国製
１６３

（現地製）
９０

（現地製）
３１７ ２７０ １５２

洗濯洗剤 １kg 日本製
２４８

（現地製）
２２９

（現地製）
４００ ２２２ ７１５

クリーニング代 Yシャツ１枚 現地クリーニング店 １８３ ２７５ ２６７ ３４１ ３３６

電気料金 １kwh 住居用 １１ ９ ５０ ２３ ５

水道料金 １� 住居用 ３５ ５６ ３３ ９８ ５３

新聞 １部 一般紙 １８ １８ １６ ７６ ４７

バス 市内均一区間 ３６ １８～３６ ２６ １０２～１８７ ２８

地下鉄 初乗り ５５ － ７３ ９３～２０４ －

携帯

機種 iPhone６６４G １１１，６２８ １１１，７７５ ９８，１９６ ８４，３８５ ７７，２６３

基本料金／月 ８４４ １，０６４ ２，６７２ ４，６３０ ２，５２０

通話料金／分 ４ ４ ２ １２ ２

映画チケット 大人１名 時間帯により変動１，００９～２，５７０１，１０１～１，４６８６６８～１，５０３ ９８２ ２８５～７５６

現地価格調査（２０１６年１月）
（単位：円）

【調査場所】 いずれも日本製品を扱う、比較的高級なスーパーマーケット。
上海 カルフール古北店、しんせん館古北店、ローソン国際貿易中心店
大連 カルフール西安路店、ローソン森ビル店
バンコク トップス、フジスーパー
シンガポール コールドストレージ、明治屋
サハリン ユジノサハリンスク市シティモール、スーパーピエルヴィなど

【換算レート】 ２０１５年１２月３０日仲値
１中国元＝１８．３６円 １タイバーツ＝３．３４円 １シンガポールドル＝８５．４１円 １ロシアルーブル＝１．６８円

洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２３５　ＩＣＳ／本文　※柱に注意！／０２２　　　　　アジアニュース（現地価）  2016.01.21 17.09.30  Page 22 



― ２３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１６年２月号

企業名 本社所在地 代表者名 資本金
発行年月日 種類 金額 年限
事業内容

１

長沼鉄建株式会社 様 長沼町 桂 道夫氏 ３，９６０万円
平成２７年１２月１日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ５千万円 ５年
昭和５２年設立の建設業者。あらゆる建築物の創型の調査、開発、企画、設計、施工、メンテナンスに至
るまでのトータル的なプランニングを行い、多様化する社会のニーズに応えてきた。また、環境保全に
も積極的に取り組み、平成２７年１１月には「北海道グリーン・ビズ認定制度」に認証・登録されている。

２

グットホーム株式会社 様 函館市 和多田 真人氏 ３千万円
平成２７年１２月２日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年
平成１０年設立。札幌近郊や函館・青森エリアで土地・建物売買、買取などを行う不動産業者。『今すぐ住
める良い家』をコンセプトに自社リフォームを施し付加価値を加えた中古住宅の販売や、日本住宅保証
検査機構の建物瑕疵保証などを付帯した自社新築『Good Mirai Series』等商品開発に注力している。

３

有限会社ウィングサービス 様 千歳市 前平 幸男氏 ７百万円
平成２７年１２月２日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ５千万円 ５年
平成１４年設立の一般旅客自動車運送業者。設立以来、安全・確実・快適をモットーに、国内外のツアー
バスや家族旅行、冠婚葬祭・ホテル送迎、企業従業員の送迎で快適なサービスを提供。TV番組のロ
ケーションバスや撮影用パトカー、救急車を有し、TVや映画等のコーディネイト実績も有している。

４

株式会社データスペース 様 札幌市 浦谷 秀雄氏 １千万円
平成２７年１２月３日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ３年
昭和６２年設立の携帯電話・通信機器販売業者。札幌市内にドコモショップ中島公園店・南平岸店・平岸店
の３店舗を展開。知識・経験豊富なスタッフが明るく、丁寧な応対で多様な顧客ニーズに応えている。ま
た、環境に配慮した取り組みを積極的に行い、平成２５年６月「さっぽろエコメンバー登録制度」に登録。

５

株式会社三光不動産 様 札幌市 岡 貢氏 ９千８百万円
平成２７年１２月１４日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ８千万円 ５年
平成１６年設立の不動産業者。札幌市内で「アパマンショップ」５店舗を経営、賃貸アパートの管理・仲
介や不動産売買を行う。「お客様・住まい・私たちに三つの光をともす、三つの光があたる仕事を行うこ
と」を経営理念に、社会貢献はもとよりお客様とともに未来を創造できる企業を目指している。

６

株式会社マロケン 様 函館市 古谷 直人氏 ２千５百万円
平成２７年１２月１４日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ５千万円 ３年
昭和５８年設立の型枠大工専門工事業者。創業以来、安全第一・生産性向上・品質確保に努めると共に、変
わることのない『匠の技』を継承し、数多くの構造物の建設に携わってきた。環境保全にも積極的に取り
組み、平成２７年１２月には「北海道グリーン・ビズ認定制度」に登録し、エコ企業として認定されている。

７

北海道純馬油本舗株式会社 様 千歳市 磯崎 聖剛氏 １千万円
平成２７年１２月１５日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ３千万円 ５年
平成１０年創業の化粧品製造・販売業者。天然良質の馬油を主原料とし、赤ちゃんからお年寄りまで使用
可能なスキンケア、ヘア・ボディケア製品を届け、高い支持を得ている。簡易包装を推奨し、環境に配
慮した製品作りを行っており、平成２７年１１月には「北海道グリーン・ビズ認定制度」に登録している。

当行が受託・引き受けした私募債発行企業の一部をご紹介します。

私募債とは？

社債の発行が可能な企業は、一定以上の信用力を持った企業に限られており、企業規

模・財務内容・収益状況についての厳しい基準をクリアする必要があります。よって、

社債の発行を通じて財務健全性がアピールでき、対外的な信用力向上につながります。

私募債発行企業のご紹介

１２月の私募債発行企業
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私募債発行企業のご紹介

― ２４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１６年２月号

企業名 本社所在地 代表者名 資本金
発行年月日 種類 金額 年限
事業内容

８

株式会社アイリスマーク 様 札幌市 岩田 敏雄氏 ７千５百万円
平成２７年１２月１５日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ５千万円 ５年
平成１２年設立の不動産業者で、主に札幌市内の土地・戸建等の物件を取り扱う。不動産業の他、小樽市
で認知症対応型グループホームふれあいを運営するケア事業や、女性専用フィットネスクラブ「カーブ
ス」も展開し、「よい住まいとよい暮らし造り」を提案することで、地域社会に貢献している。

９

株式会社モード・アライブ 様 札幌市 中上 裕幸氏 ４千万円
平成２７年１２月１８日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ３千万円 ５年
平成１９年設立の不動産業者で、不動産管理を主業に、賃貸・売買の仲介、新築物件の企画販売など不動
産全般のトータルプロモーションを行う。顧客の信頼・満足を第一に、社員全員で行き届いた管理、的
確な企画、高入居率での資産運用など、時代のニーズを的確に見据えた提案を行っている。

１０

日向倉庫株式会社 様 札幌市 日向 國雄氏 １千万円
平成２７年１２月２２日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ３千万円 ５年
昭和４３年設立の貸倉庫業者。桑園に２棟、二十四軒に１棟の倉庫を所有し、安定した業績をあげてき
た。また、所有物件において断熱効果の向上を進めるなど、環境に配慮した取り組みを実施しており、
平成２７年１２月には「さっぽろエコメンバー」に登録し、エコ企業としての認定を受けている。

１１

岡田建設株式会社 様 帯広市 岡田 俊治氏 ３千万円
平成２７年１２月２４日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ５千万円 ５年
昭和４１年設立の建設業者で来年１月に５０周年を迎える。十勝管内を中心に建築、マンション、住宅、リ
フォーム、中古住宅流通、土木工事など総合建設会社として、また近年は太陽光発電設備工事を全道展
開するなど、時代とともに変化する多様な顧客ニーズに応えている。

１２

株式会社オビトラ 様 芽室町 西上 勝義氏 ２千６百万円
平成２７年１２月２５日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ５千万円 ５年
昭和５５年設立の農業機械輸入・製造販売業者。創業以来、農業用トラクター、作業機販売のパイオニア
として、十勝管内及び国内の農業発展に寄与。近年は、トラクター及び作業機械の直輸入に注力し、地
元十勝の農業形態に合ったヨーロッパの機械を紹介、提供している。

１３

有限会社大黒商事 様 旭川市 織田 賢児氏 ３百万円
平成２７年１２月２８日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年
平成１４年創業の飲食業者。旭川市内に成吉思汗専門店「大黒屋」を２店舗展開。品質・安全を第一に新鮮な
生肉・道産野菜・タレ・炭火にこだわり、最高のジンギスカンを提供。環境配慮にも積極的に取り組み、平
成２７年１２月には「北海道グリーン・ビズ認定制度」に登録され、エコ企業としての認定を受けている。

１４

高橋建設株式会社 様 東神楽町 高橋 興志氏 ２千万円
平成２７年１２月２８日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ５千万円 ５年
昭和４９年設立の土木工事業者で、設立以来、人々の生活に欠かすことのできない道路舗装工事に携わ
る。長年の業歴からこれまで東神楽町をはじめ隣接する旭川市内および上川管内における数多くの道路
舗装工事を受注しており、地域社会の資本整備の一翼を担ってきている。

１５

株式会社マルダイ水産 様 根室市 杉山 忠夫氏 ２千万円
平成２７年１２月２８日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ５千万円 ５年
昭和６２年設立の水産物加工・販売業者。主に北の幸の代表格であるカニを中心に取り扱う。「安定的な仕
入」「大規模な保存設備」「直販経路の確保」の体制づくりにいち早く取り組み、大手消費地市場や大型百
貨店などに多くの販路を持ち、近年はアジア圏に出向き直販事業で実績を上げている。

１６

有限会社不動産企画ウィル 様 函館市 佐藤 真一氏 ３百万円
平成２７年１２月２８日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ６千万円 ５年
平成１６年設立。平成２６年上半期建築件数道南エリアハウスメーカー１位の実績を有する。グッドデザインア
ワード２０１０を受賞した「ZERO-CUBE」の北海道仕様「CUBE＋」を始め、品質・空間・デザイン・価格に
こだわった住宅を取り扱う。販売好調な「mini prot」の上位ブランド「mini prot EXE」を年明けから展開。

１７

キャリー株式会社 様 札幌市 今野 博之氏 ２千万円
平成２７年１２月２８日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ５千万円 ５年
昭和４８年設立の一般貨物自動車運送事業・倉庫事業者。札幌・石狩・恵庭に３営業所、新川と石狩に２倉庫
を展開し、平成２１年には本社営業所が安全性優良事業所「Gマーク」に認定された。「デリケートな輸送や荷
扱いが要求される荷物に柔軟に対応できる」ことを強みに顧客目線に立ったサービスを提供している。
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私募債発行企業のご紹介

― ２５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１６年２月号

企業名 本社所在地 代表者名 資本金
発行年月日 種類 金額 年限
事業内容

１８

株式会社ナラ工業 様 江別市 奈良 幸則氏 ２千万円
平成２７年１２月２８日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ５千万円 ５年
昭和５８年設立の土木工事業者で、江別本社のほか石川県に北陸出張所を設けている。設立以来、数多くの
暗渠排水工事を手掛ける。また、南米原産の天然甘味料「ステビア」に早くから注目して農業資材として
販売することで土壌改良を可能にし、生産者が高品質の作物を生産できるよう側面から支援している。

１９

みどり建工株式会社 様 別海町 庄司 豊氏 ３千万円
平成２７年１２月２８日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年
昭和３１年設立の総合建築業者。ブロックの優れた耐久性をフルに活用し、２世帯３世帯家族が末永く快
適に生活できるような、資産価値が高く、将来に渡って財産として残る住まいづくりを目指し、これま
で地元別海町や根室・釧路管内にて数多くの実績を有している。

２０

株式会社日の丸産業社 様 札幌市 飯田 進作氏 ３千５百万円
平成２７年１２月２８日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） １億円 ５年
明治３２年創業の地場老舗企業で、化学肥料・農薬販売を始め、市内でガソリンスタンド２店舗を運営する
など農業関連の総合商社として事業を展開。化学肥料分野では道内の先駆けで、農業経営の専門知識に精
通。農業・会計データの適切な管理をパソコンで行うシステム「フィールドノート」を提供している。

２１

株式会社山三ふじや 様 千歳市 瀧澤 順久氏 ８千万円
平成２７年１２月２８日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） １億円 ７年
明治３８年創業の地場老舗の飲食料品小売業者。雑貨屋として創業し、現在は土産品、酒類、煙草、米穀、事
務用品、書籍等の販売や不動産賃貸、携帯電話代理店として多彩な事業を展開。平成１９年４月より指定管理
者として千歳市立図書館の運営も任され、常に千歳のビジネスをリードし地域とともに発展してきた。

２２

株式会社金剛園 様 苫小牧市 須藤 精作氏 １千万円
平成２７年１２月２８日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ５千万円 ５年
昭和６０年設立の飲食業者で、苫小牧市内に焼肉店を５店舗展開し、創業３０周年を迎えた。平成１９年、２２年と
２度に渡り、全国焼肉協会主催のコンクールにて優勝を誇り、また、平成２０年には本社・本店にて、品質管
理・危機管理に関する国際標準規格である「ISO２２０００」をレストラン部門では北海道で初めて取得した。

２３

株式会社近藤商会 様 帯広市 近藤 一義氏 ２千万円
平成２７年１２月２８日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ５千万円 ５年
昭和２８年創業の建築資材販売・金属工事業者。創業以来「安心・安全・信頼の販売・施工技術」を心が
け、道内の大手建設会社、スーパーゼネコン等から数多くの受注実績を有する。環境保全にも積極的に取
り組み、平成２７年１２月に「北海道グリーン・ビズ認定制度」に登録し、エコ企業として認定されている。

２４

株式会社もりもと 様 千歳市 森本 吉勝氏 １千万円
平成２７年１２月２９日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） １億円 ７年
昭和２４年創業の老舗和洋菓子、パンの製造小売業者。創業以来徹底して北海道の良質な原料・素材を使
用し、納得できる最高の味を提供。多くの顧客に愛されてきた。また、製造から出荷・配送に至るまで
常に「品質、衛生、安全」に努め、天然素材を重視したナチュラルな風味を届けている。

１

法人名 社会福祉法人愛全会 様
法人所在地 札幌市 代表者名 理事長：赤塚 睦氏
発行年月日 平成２７年１２月２日 金額 ２億円 年限 ５年
運営施設 高齢者総合福祉施設「サン・グレイス」、介護老人保健施設、グループホーム等

２

法人名 医療法人社団青優会南小樽病院 様
法人所在地 小樽市 代表者名 理事長：大川 博樹氏
発行年月日 平成２７年１２月２５日 金額 ３千万円 年限 ４年
運営施設 南小樽病院

○「北洋医療福祉債」利用企業 ～医療・介護・福祉事業者向け債券発行スキーム～

当行では、私募債の他にも、お客さまの事業活動に必要なご資金の調達ニーズにお応えできる

よう、各種商品・サービスをご用意してサポートいたします。詳しくは、北洋銀行の本支店へお

問い合わせください。
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２３年度 １０１．５ １．６ ９８．７ △０．７ １０２．５ ２．８ ９７．７ △１．５ １０４．６ ８．３ １０３．２ １２．１
２４年度 ９９．６ △１．９ ９５．８ △２．９ １００．３ △２．１ ９５．９ △１．８ １０２．８ △１．７ １００．１ △３．０
２５年度 １０１．３ １．７ ９８．９ ３．２ １０１．５ １．２ ９８．７ ２．９ ９９．０ △３．７ ９８．９ △１．２
２６年度 ９７．２ △４．０ ９８．５ △０．４ ９６．０ △５．４ ９７．６ △１．１ １０３．９ ４．９ １０５．０ ６．２

２６年７～９月 ９８．０ △０．４ ９７．４ △１．４ ９６．０ ０．２ ９６．６ △０．５ １０３．４ ０．２ １１１．３ １．１
１０～１２月 ９５．５ △２．６ ９８．２ ０．８ ９５．４ △０．６ ９７．５ ０．９ １０４．１ ０．７ １１２．３ ０．９

２７年１～３月 ９７．４ ２．０ ９９．７ １．５ ９７．４ ２．１ ９９．２ １．７ １０７．５ ３．３ １１３．４ １．０
４～６月 ９５．０ △２．５ ９８．３ △１．４ ９７．１ △０．３ ９６．８ △２．４ １０２．４ △４．７ １１４．６ １．１
７～９月 ９５．０ ０．０ ９７．１ △１．２ ９５．１ △２．１ ９６．２ △０．６ １０１．３ △１．１ １１３．６ △０．９

２６年 １１月 ９５．１ △１．５ ９７．９ △０．６ ９５．１ △２．０ ９７．３ △０．７ １０３．２ ０．９ １１２．４ １．１
１２月 ９４．８ △０．３ ９８．１ ０．２ ９４．１ △１．１ ９７．１ △０．２ １０４．１ ０．９ １１２．３ △０．１

２７年 １月 ９７．１ ２．４ １０２．１ ４．１ ９７．６ ３．７ １０２．４ ５．５ １０５．０ ０．９ １１１．８ △０．４
２月 ９７．１ ０．０ ９８．９ △３．１ ９７．０ △０．６ ９７．９ △４．４ １０６．０ １．０ １１３．０ １．１
３月 ９８．１ １．０ ９８．１ △０．８ ９７．５ ０．５ ９７．３ △０．６ １０７．５ １．４ １１３．４ ０．４
４月 ９７．３ △０．８ ９９．３ １．２ ９７．６ ０．１ ９７．９ ０．６ １０５．８ △１．６ １１３．８ ０．４
５月 ９１．７ △５．８ ９７．２ △２．１ ９４．２ △３．５ ９６．０ △１．９ １０２．４ △３．２ １１２．９ △０．８
６月 ９６．０ ４．７ ９８．３ １．１ ９９．４ ５．５ ９６．６ ０．６ １０２．４ ０．０ １１４．６ １．５
７月 ９５．７ △０．３ ９７．５ △０．８ ９６．９ △２．５ ９６．２ △０．４ １０３．１ ０．７ １１３．７ △０．８
８月 ９６．０ ０．３ ９６．３ △１．２ ９４．６ △２．４ ９５．５ △０．７ １０３．２ ０．１ １１４．０ ０．３
９月 ９３．４ △２．７ ９７．４ １．１ ９３．９ △０．７ ９６．８ １．４ １０１．３ △１．８ １１３．６ △０．４
１０月 ９３．０ △０．４ ９８．８ １．４ r ９３．１ △０．９ ９８．８ ２．１ １００．８ △０．５ １１１．４ △１．９
１１月 p９３．３ ０．３ p９７．８ △１．０ p９４．３ １．３ p９６．３ △２．５ p１００．２ △０．６ p１１１．８ ０．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２３年度 ９４８，５４４ ０．３ １９７，００８ ０．１ ２１４，０７１ △２．８ ６７，２３１ △０．１ ７３４，４７３ １．２ １２９，７７７ ０．２
２４年度 ９４９，６５６ ０．１ １９５，５５２△０．７ ２１１，５４７ △１．２ ６６，４９３ △１．１ ７３８，１０８ ０．５ １２９，０５９ △０．６
２５年度 ９７７，３５３ ２．９ ２０１，４３９ ２．４ ２１８，６０１ ３．３ ６８，９３０ ３．７ ７５８，７５２ ２．８ １３２，５０８ １．８
２６年度 ９６７，５６３△１．０ １９９，９５０△０．９ ２０９，５４７ △４．１ ６７，０１９ △２．８ ７５８，０１６ △０．１ １３２，９３０ ０．０

２６年７～９月 ２３６，２５５ １．６ ４８，７５６ １．６ ４９，２０９ △１．１ １５，６３２ ０．８ １８７，０４６ ２．３ ３３，１２４ １．９
１０～１２月 ２６５，１６８ １．０ ５４，９０９ １．２ ６０，１９５ △１．１ １９，３０３ ０．４ ２０４，９７３ １．６ ３５，６０６ １．６

２７年１～３月 ２３７，５４８△４．２ ４９，３５２ △３．９ ５４，０８０ △６．８ １６，９４５ △６．９ １８３，４６８ △３．４ ３２，４０６ △２．３
４～６月 ２３８，７０６ ４．４ ４９，４２０ ５．３ ４８，００３ ４．２ １６，０３４ ５．９ １９０，７０３ ４．５ ３３，３８６ ５．０
７～９月 ２３０，５４９ ２．７ ４８，２２８ ２．８ ４９，５３５ ０．７ １５，９６４ ２．１ １８１，０１４ ３．２ ３２，２６４ ３．２

２６年 １１月 ８２，１２９ ３．２ １７，２８６ １．９ １８，５１７ ０．９ ６，１７３ １．１ ６３，６１２ ３．９ １１，１１４ ２．４
１２月 １０４，５０６△０．６ ２１，５５８ ０．７ ２４，３２２ △２．６ ７，８３８ ０．２ ８０，１８４ △０．０ １３，７２０ １．１

２７年 １月 ８０，８５３△０．１ １７，２１５ ０．６ １８，５４８ △１．５ ５，９９５ △０．９ ６２，３０５ ０．３ １１，２２０ １．４
２月 ７３，２６６ １．４ １４，９８６ ２．０ １６，３４２ ４．２ ４，９２５ ２．９ ５６，９２４ ０．６ １０，０６１ １．６
３月 ８３，４３０△１１．９ １７，１５０△１２．３ １９，１９０ △１８．４ ６，０２５ △１８．２ ６４，２３９ △９．８ １１，１２６ △８．８
４月 ７８，５０２ ７．７ １６，０８０ ９．５ １５，６４５ １１．３ ５，２２３ １３．２ ６２，８５７ ６．８ １０，８５８ ７．９
５月 ８１，６６０ ５．６ １６，９２８ ６．３ １６，３５６ ５．１ ５，４１８ ５．８ ６５，３０４ ５．７ １１，５１０ ６．５
６月 ７８，５４４ ０．３ １６，４１２ ０．６ １６，００２ △２．７ ５，３９３ △０．２ ６２，５４２ １．０ １１，０１９ ０．９
７月 ７９，３１１ ３．３ １７，０５７ ３．２ １８，０７１ ２．４ ６，１９１ ３．１ ６１，２４０ ３．４ １０，８６７ ３．１
８月 ７９，１７６ ３．０ １６，０５６ ２．６ １５，７９７ ０．２ ４，８３２ ２．０ ６３，３７９ ３．８ １１，２２５ ３．２
９月 ７２，０６２ １．６ １５，１１４ ２．６ １５，６６７ △０．８ ４，９４１ １．１ ５６，３９５ ２．３ １０，１７３ ３．４
１０月 ７６，８６４ ３．０ １６，０７２ ４．０ １７，３６９ ０．１ ５，４９６ ３．８ ５９，４９５ ３．７ １０，５７６ ４．０
１１月 ７８，１４９ ０．１ １６，４９１△０．８ １７，７９２ △３．９ ５，９９２ △２．９ ６０，３５７ １．１ １０，４９９ ０．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１６年２月号

洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２３５　ＩＣＳ／本文　※柱に注意！／０２６～０２９　主要経済指標　※項目増  2016.01.20 18.05.16  Page 26 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２３年度 － － － － － － － － － － － －
２４年度 － － － － － － － － － － － －
２５年度 － － － － － － － － － － － －
２６年度 １３０，０３９ － ４１，７８１ － ２１０，８６４ － ４９，１７１ － １２８，５２２ － ３２，５０８ －

２６年７～９月 ３１，８４１ － １０，６４２ － ５４，０８８ － １２，４８２ － ３１，８０７ － ８，０６２ －
１０～１２月 ３５，９５４ － １１，１８３ － ５３，０００ － １２，７４９ － ３６，５５２ － ８，８８６ －

２７年１～３月 ３４，９８３△２７．３ １０，７２２△２４．８ ５２，５５３ ２．１ １２，２６９ △１．６ ２４，８８６ △１１．４ ７，１４０ △１１．７
４～６月 ２９，２６３ ７．３ ９，７１１ ５．２ ５３，８２３ ５．１ １３，０９６ １２．２ ３６，７３５ ４．１ ８，７５０ ３．９
７～９月 ３４，０７２ ７．０ １１，０５０ ３．８ ５９，０７７ ９．２ １３，４１０ ７．４ ３２，７１４ ２．９ ８，２７２ ２．６

２６年 １１月 １１，６０９ － ３，４８７ － １７，３７０ － ４，０４８ － １１，４２９ － ２，７７８ －
１２月 １４，２７８ － ４，７０６ － １８，３４９ － ４，６３７ － １４，０７６ － ３，４７１ －

２７年 １月 １１，８７６△１２．４ ３，６２２△１１．５ １８，９５６ ９．１ ４，０３３ ４．４ ８，３２２ △４．８ ２，３５０ △３．６
２月 ９，５４８△１６．５ ３，０２５△１５．２ １７，２６６ ４．３ ３，９２７ ６．３ ６，９６７ △４．４ ２，１８５ △２．６
３月 １３，５５９△４１．４ ４，０７６△３８．２ １６，３３１ △６．８ ４，３０９ △１２．４ ９，５９７ △２０．３ ２，６０５ △２３．４
４月 ９，７９９ １２．４ ３，１６６ １０．４ １７，１０４ △８．５ ４，１３４ １３．３ １１，６８２ ８．７ ２，８５５ ５．１
５月 ９，８２５ １２．２ ３，２９３ １１．３ １７，７８６ １７．０ ４，５２２ １４．９ １３，８０８ ６．２ ３，１９３ ７．８
６月 ９，６３９△１．５ ３，２５２△４．６ １８，９３３ ９．２ ４，４４０ ８．６ １１，２４５ △２．４ ２，７０２ △１．３
７月 １１，１９５ ９．３ ４，１３５ ４．８ １９，６２５ ７．９ ４，６０８ ７．５ １１，６３６ ５．４ ２，８３１ １．９
８月 １２，１９８ ８．１ ３，８０４ ６．７ ２０，３９０ １０．９ ４，５３９ ８．１ １１，２３５ ０．６ ２，８６２ ３．６
９月 １０，６７９ ３．６ ３，１１１△０．６ １９，０６２ ８．９ ４，２６３ ６．７ ９，８４３ ２．５ ２，５７９ ２．３
１０月 １０，４９８ ４．３ ３，０５０ ２．０ １９，１２４ １０．７ ４，４６４ ９．９ １１，３８６ ３．１ ２，７４９ ４．２
１１月 １１，２５５△３．０ ３，３５８△３．７ １９，２１７ １０．６ ４，３４８ ７．４ １１，５３７ ０．９ ２，７１６ △２．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は平成２６年１月から調査を実施

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道客数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２３年度 ４７７，４２６ ６．２ ８９，７５８ ７．６ ２５５，７０６ △５．０ ２８４，０４４ △１．３ １０，７９１ △３．８ ３５１ △２１．０
２４年度 ４９８，６２９ ３．２ ９５，４２３ ３．３ ２７６，３８１ ８．１ ２８７，７０１ １．３ １１，７２２ ８．６ ４８３ ３７．６
２５年度 ５１１，４７２ ２．６ １００，１７８ ５．０ ２５９，００５ △６．３ ２９３，４４８ ２．０ １２，２６８ ４．７ ６８２ ４１．３
２６年度 ５２８，４３４ ３．３ １０５，４３８ ５．３ ２５９，４６９ ０．２ ２８８，１８８ △１．８ １２，３０８ ０．３ ９３０ ３６．３

２６年７～９月 １４２，２８１ ３．９ ２７，７０９ ５．２ ２４８，８４６ ２．６ ２７９，２１４ △１．６ ３，７９２ △０．８ ２４８ ２７．２
１０～１２月 １３４，３２０ ３．５ ２６，８１２ ５．６ ２５９，１７１ △８．１ ３００，４０４ △０．４ ２，９６６ ０．７ ２３５ ４３．９

２７年１～３月 １２３，８６０ ３．１ ２５，３４３ ５．０ ２５４，２０９ △３．５ ２９１，０１９ △４．０ ２，７２１ ２．７ ２８８ ４６．５
４～６月 １３３，３４４ ４．２ ２７，２１９ ６．４ ２５０，６２５ △９．１ ２８５，１８８ １．１ ２，９３４ ３．７ ２３５ ４７．９
７～９月 １４６，９１８ ３．３ ２９，１８２ ５．３ ２４８，９１１ ０．０ ２８１，９７９ １．０ ３，８９６ ２．８ ３２４ ３０．７

２６年 １１月 ４２，９７７ ２．７ ８，６２８ ５．２ ２２９，５７２ △８．１ ２８０，２７１ ０．３ ９２７ ２．２ ６３ ４９．８
１２月 ４６，６１１ ３．９ ９，２４９ ５．６ ２８６，６９４ △１２．０ ３３２，３６３ △０．６ ９２８ ０．２ ９９ ４７．５

２７年 １月 ４１，８９５ ４．３ ８，４３７ ６．２ ２４８，９４７ ０．１ ２８９，８４７ △２．４ ８４８ ０．４ ９５ ３３．５
２月 ３８，３８３ ２．７ ７，８５２ ５．１ ２３４，８６５ １．４ ２６５，６３２ △０．４ ８９５ ８．１ １１１ ４７．１
３月 ４３，５８２ ２．１ ９，０５４ ３．８ ２７８，８１６ △１０．２ ３１７，５７９ △８．１ ９７７ ０．２ ８２ ６４．２
４月 ４２，７５１ ８．０ ８，７９２ ８．４ ２５９，１９１ △１４．４ ３００，４８０ △０．５ ８２２ ４．６ ６９ ５７．４
５月 ４５，６４０ ３．８ ９，３４４ ６．４ ２５１，７０６ △４．０ ２８６，４３３ ５．５ １，０２９ ３．７ ８５ ４７．４
６月 ４４，９５３ １．２ ９，０８３ ４．６ ２４０，９７７ △８．０ ２６８，６５２ △１．５ １，０８３ ２．９ ８１ ４１．２
７月 ５０，４２２ ３．２ １０，０３２ ５．３ ２４３，２３０ △７．８ ２８０，４７１ ０．１ １，２２１ ３．５ １３０ ２６．２
８月 ５０，３７２ ３．２ ９，９６１ ５．５ ２３９，５４３ △６．６ ２９１，１５６ ３．２ １，４０４ ０．６ １１４ ３２．８
９月 ４６，１２４ ３．４ ９，１８９ ５．１ ２６３，９５９ １６．６ ２７４，３０９ △０．３ １，２７１ ４．５ ８１ ３５．４
１０月 ４６，４３１ ３．８ ９，４８４ ６．１ ２５６，３７２ △１．９ ２８２，４０１ △２．１ １，１５４ ３．９ ９６ ３０．４
１１月 ４３，８７８ ２．１ ８，９９２ ４．２ ２６２，５６６ １４．４ ２７３，２６８ △２．５ ９５９ ３．４ p ７７ ２１．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ２７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１６年２月号
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年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２３年度 ３１，５７３ ５．５ ８，４１２ ２．７ １，５３９ ０．９ ４０，５０２ ８．３ ８９，７４２ ６．２
２４年度 ３５，５２３ １２．５ ８，９３０ ６．２ １，６４７ ７．０ ４４，５５９ １０．０ ８７，０２６ △３．０
２５年度 ３４，９６７ △１．６ ９，８７３ １０．６ １，９１０ １６．０ ４７，６７９ ７．０ ９７，０３０ １１．５
２６年度 ３２，２２５ △７．８ ８，８０５ △１０．８ １，７６９ △７．４ ４５，０１３ △５．６ ９７，８０５ ０．８

２６年７～９月 ８，８３１ △１５．８ ２，２２５ △１３．６ ４９４ △８．９ １１，３５６ △７．８ ２４，７５１ ２．４
１０～１２月 ９，６１８ △０．７ ２，３４０ △１３．８ ３０７ △１７．４ １１，４４３ △３．０ ２２，４１９ △２．６

２７年１～３月 ４，８６１ △３．０ ２，０５２ △５．４ ３３９ △１１．７ １０，５１０ △６．１ ２７，８８５ ３．３
４～６月 ９，４４８ ６．０ ２，３５５ ７．６ ５０３ △２０．１ １２，０２９ ２．８ ２５，５８０ １２．４
７～９月 １０，２４０ １６．０ ２，３６４ ６．２ ６２２ ２６．１ １１，５２７ １．５ ２４，５２７ △０．９

２６年 １１月 ３，４６５ ３７．５ ７８４ △１４．３ ９２ △３２．２ ３，５２４ △７．６ ６，６０３ △１４．６
１２月 ２，７３４ △２３．１ ７６４ △１４．７ ９９ △６．１ ３，２５１ △１７．５ ８，８３４ １１．４

２７年 １月 １，０１３ △２０．０ ６７７ △１３．０ ６２ ６０．８ ３，４７４ △１０．２ ６，７２９ １．９
２月 １，５６４ １８．３ ６７６ △３．１ ２１７ ３４．４ ４，０６２ １３．５ ７，４１６ ５．９
３月 ２，２８４ △５．７ ６９９ ０．７ ６０ △６７．５ ２，９７５ △２０．７ １３，７４０ ２．６
４月 ３，４０２ ５．１ ７５６ ０．４ １８６ △１８．５ ４，２６９ ７．２ ８，４１３ ３．０
５月 ２，７７３ ８．４ ７１７ ５．８ １６５ △９．１ ３，９００ １０．１ ７，６５０ １９．３
６月 ３，２７３ ４．９ ８８１ １６．３ １５３ △３０．８ ３，８６１ △７．６ ９，５１８ １６．６
７月 ３，４０１ １５．２ ７８３ ７．４ １８１ ４．３ ４，２１０ １０．８ ７，４１９ ２．８
８月 ３，４５０ ２２．３ ８０３ ８．８ ２２４ ４０．４ ３，６７５ △５．６ ６，５８２ △３．５
９月 ３，３８９ １０．９ ７７９ ２．６ ２１７ ３５．５ ３，６４１ △０．７ １０，５２６ △１．７
１０月 ３，３１３ △３．１ ７７２ △２．５ １６９ ４６．０ ３，７２６ △２０．２ ７，６９７ １０．３
１１月 ３，１５５ △８．９ ７９７ １．７ １００ ８．９ ３，３２９ △５．５ ６，６８６ １．２

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２３年度 １５７，８５８ ３．４ ４７，８０６ ２．６ ６３，７１５ ２．０ ４６，３３７ ６．１ ４，００９，９８８ ５．９
２４年度 １７６，８４７ １２．０ ４９，１４２ ２．８ ６８，５２７ ７．６ ５９，１７８ ２７．７ ４，４３９，０９２ １０．７
２５年度 １９８，９８１ １２．５ ５５，５４１ １３．０ ６９，６１５ １．６ ７３，８２５ ２４．８ ４，８３６，７４６ ９．０
２６年度 １７９，４０３ △９．８ ５０，９４０ △８．３ ６０，３５９ △１３．３ ６８，１０４ △７．７ ４，４５３，５０９ △７．９

２６年７～９月 ４６，５７２ △６．２ １３，７５９ ４．５ １５，９４７ △１１．９ １６，８６６ △８．２ １，１０４，５２４ △４．７
１０～１２月 ３８，２８９ △７．６ １０，４２５ △１１．９ １２，３２２ △１０．０ １５，５４２ △２．３ １，０２８，５１９ △５．８

２７年１～３月 ５０，６８７ △１７．５ １５，３７２ △１５．８ １５，９８７ △２１．１ １９，３２８ △１５．７ １，３４４，０２９ △１５．５
４～６月 ４２，２８６ △３．６ １２，５３０ １０．１ １６，６６０ ３．５ １３，０９６ △２０．０ ９０７，７２３ △７．０
７～９月 ４３，３１５ △７．０ １３，７０８ △０．４ １６，４０９ ２．９ １３，１９８ △２１．７ １，０２７，０３６ △７．０

２６年 １１月 １２，８２２ △１３．７ ３，５６２ △１６．３ ４，１４８ △１４．２ ５，１１２ △１１．４ ３３９，８４３ △１０．２
１２月 １２，４０５ △０．９ ３，１９９ △１３．８ ３，６７５ ０．４ ５，５３１ ７．５ ３６０，３４７ ０．３

２７年 １月 １１，２６９ △２６．９ ３，０１６ △３４．７ ３，８９７ △１９．４ ４，３５６ △２６．９ ３４４，０４０ △２０．７
２月 １３，７０１ △２３．６ ４，０２４ △２２．２ ４，２７０ △２５．２ ５，４０７ △２３．２ ４１３，１９２ △１５．８
３月 ２５，７１７ △８．６ ８，３３２ △１．７ ７，８２０ △１９．５ ９，５６５ △３．７ ５８６，７９７ △１１．９
４月 １３，０９２ △２．１ ４，０４３ ２０．５ ５，２１６ ３．２ ３，８３３ △２２．８ ２６３，３７４ △１０．１
５月 １２，３９６ △８．１ ３，６００ ２．４ ４，６９０ ４．６ ４，１０６ △２５．２ ２７９，４１９ △８．２
６月 １６，７９８ △１．２ ４，８８７ ８．２ ６，７５４ ２．８ ５，１５７ △１２．９ ３６４，９３０ △３．８
７月 １６，７１２ △７．２ ５，２７２ ５．１ ７，１８５ １．６ ４，２５５ △２８．１ ３５５，８９２ △９．１
８月 １１，１４８ △５．０ ３，５０６ １．６ ４，１２２ ２．５ ３，５２０ △１７．５ ２７１，３８６ △３．５
９月 １５，４５５ △８．２ ４，９３０ △６．９ ５，１０２ ５．２ ５，４２３ △１８．９ ３９９，７５８ △７．４
１０月 １２，２８５ △５．９ ３，６５２ △０．３ ４，４３４ △１．４ ４，１９９ △１４．３ ３１５，１９０ △４．０
１１月 １１，９１９ △７．０ ３，５５７ △０．１ ４，１６８ ０．５ ４，１９４ △１８．０ ３１４，０５２ △７．６

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ２８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１６年２月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２３年度 ７４９，５８９ △８．５ １１２，２４９ △０．５ ０．４６ ０．６２ ２２，７５１ １０．７ ６０２，７３６ １３．１ ５．２ ４．５
２４年度 ７７６，４３６ ３．６ １２３，８２０ １０．３ ０．５７ ０．７４ ２４，９４３ ９．６ ６６２，７２８ １０．０ ５．１ ４．３
２５年度 ９４７，７８５ ２２．１ １４５，７１１ １７．７ ０．７４ ０．８７ ２８，４６４ １４．１ ７１０，１４６ ７．２ ４．５ ３．９
２６年度 ８７５，３７０ △７．６ １４５，２２２ △０．３ ０．８６ １．００ ２９，９１３ ５．１ ７３８，８１１ ４．０ ３．９ ３．５

２６年７～９月 ２６５，９６９ △２４．４ ４１，５３２ △３．９ ０．８５ ０．９７ ３０，０７６ ３．６ ７３７，５９３ ３．９ ３．４ ３．６
１０～１２月 １０１，０４４ △１８．７ ３０，５４２ △６．０ ０．９１ １．０５ ２７，３１６ ３．６ ６９７，４８２ １．５ ４．４ ３．３

２７年１～３月 ８６，３５０ △２９．０ ２６，５８４ △９．３ ０．９１ １．１０ ３２，２７０ ５．５ ７９６，１９７ ３．６ ３．８ ３．５
４～６月 ３６２，４４０ △１４．１ ４５，２２０ △２．９ ０．８８ ０．９８ ３１，５９２ ５．３ ７３６，９８０ １．８ ３．４ ３．５
７～９月 ２１５，６６１ △１８．９ ３８，２２５ △８．０ ０．９８ １．０８ ３１，５７８ ５．０ ７６０，５２３ ３．１ ３．３ ３．４

２６年 １１月 ２５，０６２ △２９．６ ８，４３７ △１０．４ ０．９１ １．０４ ２５，８８８ １．１ ６５７，６５６ △３．３ ４．４ ３．３
１２月 ２３，３４３ ５．８ ８，９４４ １．０ ０．９２ １．０９ ２３，８５７ ９．５ ６３４，２１６ ６．７ ↓ ３．２

２７年 １月 １２，０９１ １８．２ ６，７０８ △１３．７ ０．９０ １．１０ ３１，９６４ ５．７ ８３５，０７８ ３．４ ↑ ３．５
２月 １４，２４８ ８．３ ７，１２２ ２．３ ０．９１ １．１１ ３１，２７７ ４．６ ７７６，２３６ １．９ ３．８ ３．５
３月 ６０，０１１ △３８．９ １２，７５５ △１２．４ ０．９０ １．０８ ３３，５６９ ６．２ ７７７，２７６ ５．５ ↓ ３．５
４月 １４９，１７２ △７．７ １８，３６１ ４．４ ０．８５ ０．９８ ３３，７６２ ５．２ ７７３，１８８ １．３ ↑ ３．６
５月 １０４，９８１ △１６．１ １１，２９４ △１４．０ ０．８８ ０．９６ ２９，６９０ ２．７ ６８１，４０４ △３．３ ３．４ ３．４
６月 １０８，２８６ △１９．９ １５，５６４ △１．８ ０．９１ ０．９９ ３１，３２５ ８．１ ７５６，３４７ ７．５ ↓ ３．４
７月 ９５，４８６ △２２．６ １４，６３２ △１０．１ ０．９６ １．０４ ３３，８７７ ８．３ ７９８，２２９ ４．３ ↑ ３．４
８月 ６１，３２４ △１８．１ １１，１３２ △１．３ ０．９８ １．０８ ３０，２１７ ７．１ ７１９，６３９ ４．０ ３．３ ３．４
９月 ５８，８５０ △１３．１ １２，４６１ △１０．９ １．０１ １．１２ ３０，６４１ △０．３ ７６３，７０１ １．１ ↓ ３．４
１０月 ４６，５１９ △１１．６ １２，５３０ △４．８ １．０２ １．１３ ３３，７４３ ４．８ ８４３，３５５ ５．３ － ３．１
１１月 ３４，２７５ ３６．８ ８，７２０ ３．３ １．０２ １．１７ ２７，５９４ ６．６ ７１８，０６０ ９．２ － ３．２

資料 北海道建設業信用保証�ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２２年＝１００ 前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２３年度 １００．３ ０．４ ９９．８ ０．０ ４６４ １．８ １２，７０７ △２．７ ７９．０５ １０，０８４
２４年度 １００．３ ０．０ ９９．６ △０．２ ４３２ △６．９ １１，７１９ △７．８ ８３．０８ １２，３９８
２５年度 １０１．５ １．２ １００．４ ０．８ ３３３ △２２．９ １０，５３６ △１０．１ １００．２３ １４，８２８
２６年度 １０４．５ ３．０ １０３．２ ２．８ ２９１ △１２．６ ９，５４３ △９．４ １０９．９２ １９，２０７

２６年７～９月 １０４．９ ３．５ １０３．５ ３．２ ７３ △３．９ ２，４３６ △８．６ １０３．９２ １６，１７４
１０～１２月 １０４．９ ２．８ １０３．４ ２．７ ５９ △１４．５ ２，２２２ △１３．６ １１４．５６ １７，４５１

２７年１～３月 １０３．５ １．７ １０２．７ ２．１ ８２ △１０．９ ２，２７２ △７．６ １１９．０７ １９，２０７
４～６月 １０４．２ △０．５ １０３．４ ０．１ ６１ △２０．８ ２，２９６ △１２．１ １２１．３５ ２０，２３６
７～９月 １０４．４ △０．５ １０３．４ △０．１ ７７ ５．５ ２，０９２ △１４．１ １２２．２３ １７，３８８

２６年 １１月 １０４．８ ２．８ １０３．４ ２．７ １４ △４４．０ ７３６ △１４．６ １１６．２２ １７，４６０
１２月 １０４．８ ２．７ １０３．２ ２．５ ２３ ２７．８ ６８６ △８．５ １１９．４０ １７，４５１

２７年 １月 １０３．７ １．９ １０２．６ ２．２ ２３ △２８．１ ７２１ △１６．５ １１８．２４ １７，６７４
２月 １０３．１ １．５ １０２．５ ２．０ ２０ ０．０ ６９２ △１１．５ １１８．５７ １８，７９８
３月 １０３．７ １．６ １０３．０ ２．２ ３９ △２．５ ８５９ ５．５ １２０．３９ １９，２０７
４月 １０４．０ △０．３ １０３．３ ０．３ ２４ △２５．０ ７４８ △１８．１ １１９．５５ １９，５２０
５月 １０４．２ △０．６ １０３．４ ０．１ １６ △１５．８ ７２４ △１３．１ １２０．７４ ２０，５６３
６月 １０４．３ △０．６ １０３．４ ０．１ ２１ △１９．２ ８２４ △４．７ １２３．７５ ２０，２３６
７月 １０４．４ △０．４ １０３．４ ０．０ ２９ ２０．８ ７８７ △１０．７ １２３．２３ ２０，５８５
８月 １０４．４ △０．４ １０３．４ △０．１ ２６ △７．１ ６３２ △１３．０ １２３．２３ １８，８９０
９月 １０４．３ △０．６ １０３．４ △０．１ ２２ ４．８ ６７３ △１８．６ １２０．２２ １７，３８８
１０月 １０４．４ △０．６ １０３．５ △０．１ ２２ ０．０ ７４２ △７．２ １２０．０６ １９，０８３
１１月 １０４．４ △０．５ １０３．４ ０．１ １５ ７．１ ７１１ △３．３ １２２．５４ １９，７４７

資料 総務省 �東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ２９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１６年２月号

洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２３５　ＩＣＳ／本文　※柱に注意！／０２６～０２９　主要経済指標　※項目増  2016.01.20 18.05.16  Page 29 
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●道内経済の動き 

●道内企業の経営動向調査 （平成27年10～12月期実績、平成28年1～3月期見通し） 

●地方創生の推進エンジン『6次産業化』への取組み 

●大連市の経済状況と中国の景気 

調査レポート 2016.2月号（No.235） 
平成28年 （2016年） 1月発行 
発　　　行　　株式会社　北洋銀行 
企画・制作　　株式会社　北海道二十一世紀総合研究所　調査部 
　　　　　　　電話 （011）231- 8681

＜本誌は、情報の提供のみを目的としています。投資などの最終 
判断は、ご自身でなされるようお願いいたします。＞ この印刷物は環境にやさしい「大豆インキ」 

古紙配合率100％紙を使用しています。 

ｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２３５　ＩＣＳ／表紙／北洋銀行　ＤＩＣ２２１  2016.01.20 19.07.49  Page 1 
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